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令和 5 年度厚生労働科学研究費補助金 

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

 

都市・農村における生活習慣病の実態比較およびパーソナルヘルスレコードを 

活用した重症化予防介入プログラムの開発と効果検証 

 

総括研究報告書 

 

研究代表者： 石見 拓 京都大学大学院医学研究科予防医療学・教授 

 

 

研究要旨 

地域特性を踏まえた生活習慣病の発症・重症化予防介入に向けて、令和５年度は、パーソナル

ヘルスレコード（PHR）を活用した糖尿病予防介入プログラムを開発し、その有効性を検証

の実施における下記取り組みを行った。 

１．生活習慣病の発症および重症化予防に対する経済状況の影響、社会経済要因の検討 

本年度は、令和 4 年度に実施した京都市の都市部・農村部を対象に「生活習慣病の行動・社

会経済要因に関するアンケート調査」および「健康医療介護統合データベースを用いた生活習

慣病の地域差実態の分析」をまとめ、成果報告を行った。また、研究結果を、16th European 

Public Health Conference にて発表した他、査読付き国際誌 Frontiers in Endocrinology へ学

術論文として掲載され、研究成果を広く発信した。 

2. 包括的な糖尿病の発症および重症化予防介入プログラムの開発・フィージビリティ研究の

実施 

PHR を活用した生活習慣改善支援プログラムの開発に向けて、糖尿病およびその予備軍を

対象とし、先行研究の調査、および、持続血糖(isCGM：intermittently scanned continuous glucose 

monitoring)を用いた 2 型糖尿病患者への介入研究の経験をもとに、予防介入プログラムを開発

し、そのフィージビリティ確認を行った。フィージビリティ確認の実施により研究実施上の注

意事項を抽出した。 

3. 糖尿病の発症および重症化予防介入プログラムによる健康自己管理の改善効果の検証 

PHR を活用した糖尿病の発症・重症化予防介入プログラムの有効性検証としてランダム化

比較試験を開始した。研究計画書の倫理委員会での承認後、ウェブフォームを用いたリクル

ートを開始し、令和 5 年度内に参加者登録およびデータ収集を開始した。さらに、高齢者を

含む参加者における PHR アプリやウェアラブルデバイスの使用（参加者のスマートフォン

へのアプリインストール・ウェアラブルデバイス連携等）における課題・留意点について適
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宜取りまとめを進めた。令和 6 年度中の有効性検証の終了に向けて、計画に沿って継続予定

である。 

4. 生活習慣病の発症および重症化予防介入としての PHR 活用にかかる課題の検討 

PHR による生活習慣病予防に関する介入プログラムにおいて、ライフログデータ、お薬手

帳、その他さまざまなデータを統合して分析を行うために、ウェアラブルデバイスなどを介し

た PHR データの収集・分析手法の確立が必要になることから、「PHR データ収集とデータベ

ース化」「データ流通における標準化」について課題検討（レビュー）を行った。国内外で、

「頻回計測データの統合利用」や「PHR-医療機関や PHR サービス間の標準データ交換規格

（Open mHealth：アプリやデバイス間でデータを共有し、医療機関等に提供する目的で開発さ

れたデータ交換のためのデータ標準）」等の取り組みが進んでいることが明らかとなり、多様

なデータソースを組み合わせた PHR 活用と社会基盤整備の重要性が示唆された。 

５.生活習慣病の発症および重症化予防介入での活用に向けた PHR アプリ・システムの開発

および改修 

PHR を活用した生活習慣病予防介入プログラムの実施に向けて、使用予定のスマートフォン

アプリに必要な要件を検討し、セットアップを実施した。具体的には、実施予定の介入プログ

ラムにおいて必要な、データを収集・エクスポートするための機能をスマートフォンアプリ

「健康日記」に実装すると同時に、被験者の PHR を閲覧できるダッシュボードシステム「生

活習慣病ボード」、および、被験者が日々データを入力しているかどうかを確認するための研

究者向けシステム「リサーチマネジャー」をセットアップした。さらに、マニュアル（アプリ

インストールマニュアル、生活習慣病ボードの取り扱い説明書等）を整備した。 

 

 

【研究の分担】 

分担１．生活習慣病の発症および重症化予防

に対する経済状況の影響、社会経済要因の検

討 

立山由紀子（京都大学大学院医学研究科） 

島本大也（京都大学大学院医学研究科） 

高橋由光（京都大学大学院医学研究科） 

分担２．包括的な糖尿病の発症および重症化

予防介入プログラムの開発・フィージビリテ

ィ研究の実施 

岡田浩（京都大学大学院医学研究科） 

立山由紀子（京都大学大学院医学研究科） 

島本大也（京都大学大学院医学研究科） 

高橋由光（京都大学大学院医学研究科） 

分担３．糖尿病の発症および重症化予防介入

プログラムによる健康自己管理の改善効果の

検証 

石見拓（京都大学大学院医学研究科） 

高橋由光（京都大学大学院医学研究科） 

立山由紀子（京都大学大学院医学研究科） 

島本大也（京都大学大学院医学研究科） 

高橋由光（京都大学大学院医学研究科） 

分担４．生活習慣病の発症および重症化予防

介入としての PHR 活用にかかる課題の検討 

山本景一（大阪歯科大学医療イノベーション

研究推進機構） 
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分担４．生活習慣病の発症および重症化予防

介入での活用に向けた PHR アプリ・システム

の開発および改修 

阿部達也（ヘルステック研究所） 

 

Ａ．研究目的 

本研究の目的は、都市部・農村部の地域特性

を踏まえた生活習慣病の発症・重症化予防介

入に向けて、パーソナルヘルスレコード（PHR）

を活用したサービスモデルを開発し、有効性

を検証することである。 

本邦の健康寿命は延伸する一方で、地域格差

は拡大傾向にある。 生活習慣は地域により異

なることから、生活習慣病の発症・重症化の

要因にも地域差があると推測される。京都市

は市内に都市部と農村部（中山間地域）を有

する。我々は京都市の有する健康医療介護統

合データベース（統合 DB）を用いた分析を進

め、都市部と農村部で生活習慣病やその介入

の実施状況に地域差が見られることを示唆す

る結果を得ている。また、地域住民への PHR

を活用した健康増進の取り組みにおいても山

間地域特有の課題が示唆されている。上記を

踏まえて、本研究の目標は、都市部・農村部住

民に向けた「PHR を活用した自身での健康管

理の定着」、「地域での健康増進指導・支援」、

「地域医療機関との連携」を中心として、包

括的な健康サービスモデルを確立し、生活習

慣病の発症・重症化予防介入の効果を明らか

にすることとした。 

今年度の下記５つの取り組みについて、それ

ぞれ方法・結果を示す。 

１．生活習慣病の発症および重症化予防に対

する経済状況の影響、社会経済要因の検討（調

査の概要および成果報告） 

(1)生活習慣病の行動・社会経済要因に関す

る調査 

(2)健康医療介護統合データベースを用い

た生活習慣病の地域差実態の分析 

２．包括的な糖尿病の発症・重症化予防介入

プログラムの開発およびフィージビリティ研

究の実施 

３．糖尿病の発症・重症化予防介入プログラ

ムによる健康自己管理の改善効果の検証 

４．生活習慣病の発症および重症化予防介入

としての PHR 活用にかかる課題の検討 

５．生活習慣病の発症および重症化予防介入

での活用に向けた PHR アプリ・システムの開

発および改修 

 

Ｂ．研究方法 および Ｃ．研究結果 

分担研究【1】生活習慣病の発症および重症化

予防に対する経済状況の影響、社会経済要因

の検討 

【方法】 

(1)生活習慣病の行動・社会経済要因に関する

調査 

2022 年 12 月~2023 年 2 月にかけて、京都市

の都市部（下京区）および農村部（京北地域）

に在住する 40 歳以上の一般住民各 300 名程

度に対して、生活習慣病に関連する行動・社

会経済要因（生活習慣病の実態、受療行動、生

活習慣、経済状況、社会資源の活用状況等）に

ついての構造化質問票（紙・ウェブフォーム

の併用）を用いた自記式質問紙調査を行った。 

結果は、都市部・農村部別および生活習慣病

（高血圧症、糖尿病、脂質異常症）の有無別に

属性、社会経済状況、生活習慣、その他影響を

及ぼすと考えられる要因の存在率とその分布

を記述した。 

(2)健康医療介護統合データベースを用いた

生活習慣病の地域差実態の分析 
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京都市の人口ベースレジストリである「京都

市統合データベース」（以下、統合 DB）の 2013

～2020 年度までのデータを用いて、本市の課

題の一つである糖尿病（糖尿病性腎症を含む）

についての解析を行った。行政区別（10 行政

区および 4 支所）の患者数、および腎症未発

症患者における糖尿病の治療状況（３か月に

１回以上の「糖尿病薬の処方」「HbA1c 検査」）

および合併症検査の実施状況（年 1 回以上の

「尿たんぱく検査」「尿中微量アルブミン検査」

「網膜症の検査」の有無）及びその経年変化

（2013 年と 2020 年の比較）を記述した。 

 

（倫理面への配慮） 

研究(1)：個人の同定ができないよう無記名で

の調査とし、京都大学大学院医学研究科医の

倫理委員会の承認の上で実施した（受付番号

R3751）。 

研究(2)：京都市の個人情報保護審査会での承

認を受けたうえで、京都市において匿名加工

されたデータを用いて解析を行った。京都大

学大学院医学研究科医の倫理委員会の承認の

上で実施した（受付番号 R3107-2）。 

【結果・考察】 

(1)生活習慣病の行動・社会経済要因に関する

調査 

◆参加者背景 

都市部（n=549）、農村部（n=246）の方から回

答をいただくことができた。都市部のほうが、

男性が多く、年齢も高い方が回答している。

都市・農村部ともに、在住期間 10 年以上が 9

割程度で、婚姻ありが 3/4 程度、単身者は 1 割

程度と、多くの方が家族とともに定住してい

ると考えられる。教育歴については、都市部

のほうがやや高学歴であり、世帯年収につい

ては、都市部のほうがばらつきは大きい。ス

マホ使用は 8-9 割、SNS 利用は 7 割程度であ

り、スマホや SNS を利用していない方が一定

数いることは留意するべきである。 

◆都市・農村部の住民調査から抽出された健

康課題 

・都市・農村部ともに高血圧症 3-4 割、糖尿病

1 割、脂質異常症 4-5 割、肥満 2-3 割であり、

生活習慣病は多くの住民にとっての身近な健

康課題であった。 

・都市・農村部ともに、喫煙 1 割、毎日飲酒

1/4 おり、夕食後の間食が 3-4 割と高く、運動

習慣についても、約半分は習慣がないことよ

り、禁煙・節酒の勧奨、食事・運動などの生活

習慣改善は重要であろう。また、睡眠・メンタ

ルヘルスへのケアも大きな課題であることが

確認された。 

・農村部では、医療機関へのアクセスが課題

の一つであった。 

◆都市部・農村部の糖尿病患者の課題 

・糖尿病ありの方のほうが、心臓病ありが多

く、特に都市部で顕著であった。高血圧症・脂

質異常症の併存疾患は、都市・農村部ともに

多かった。糖尿病患者を対象にした介入研究

では、血糖のみならず、血圧、脂質コントロー

ルについても配慮が必要であると考えられた。 

・糖尿病ありの方でも、喫煙者が 1-2 割、飲酒

者が 5 割であり、禁煙、節酒の勧奨が重要で

ある。食習慣については、都市部の糖尿病患

者で、夕食後の間食が約半数、就寝前 2 時間

以内の夕食が 1 割を超えており、都市部の夕

食における食習慣の改善は特に留意すべきと

考えられる。運動習慣においては、農村部に

おける糖尿病ありの方の運動習慣ありが 7 割

超と高く、当地域の特性のひとつと考えられ

た。 

・糖尿病ありの方では、現在のくらしの苦し
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さ、SNS 不使用の割合が高く、介入時留意す

べき点であると考えられた。 

(2)健康医療介護統合データベースを用いた

生活習慣病の地域差実態の分析 

・行政区 10 か所別、および、支所のある 4 か

所を加えた 14 か所別に標準的な糖尿病治療

が実際にどの程度実施されているか明らかに

し、エビデンス・プラクティス・ギャップにつ

いて検討を行った。全般的に、必要な検査の

実施は低い割合にとどまっていたが、地域に

よってばらつきが認められた。定期定な糖尿

病薬の処方は、「糖尿病性腎症」患者で、6-8 割、

HbA1c 検査は、2-3 割にとどまっていた。糖尿

病性網膜症を把握するための眼科検査につい

ては、2-4 割、腎症を把握するための尿検査の

実施は、1 割程度であった。検査の種類に関わ

らず、農村部において実施割合は低かった。 

◆農村部の糖尿病治療の課題 

・農村部において、糖尿病性腎症患者におけ

る標準的な糖尿病治療の実施割合が低かった。

農村部では、医療機関へのアクセスが課題の

一つであり、医療機関へのアクセスの課題を

改善したうえで、標準的な糖尿病治療の実施

割合を向上させる取り組みが求められる。 

◆成果の公表 

・研究結果を 16th European Public Health 

Conference におけるポスター発表として採

択された他、査読付き国際誌 Frontiers in 

Endocrinology へ学術論文として掲載され、研

究成果を広く発信した。 

 

分担研究【2】包括的な糖尿病の発症および重

症化予防介入プログラムの開発・フィージビ

リティ研究の実施 

【方法】 

生活習慣病の発症および重症化予防に対する

経済状況の影響、社会経済要因の検討（分担

研究①）の研究結果より得られた健康課題を

解決するための、PHR データを活用した生活

習慣改善支援プログラム（予防介入プログラ

ム）の開発に向けて、「糖尿病およびその予備

軍」を対象として先行研究の調査を進めると

ともに、我々がこれまでに進めてきた都市部

と農村部での生活習慣における課題について

の調査結果をもとに予防プログラムの開発を

行った。 

【結果・考察】 

◆支援（予防介入）プログラムの開発 

地域医療や地域の健康支援に携わる医療者、

ヘルスプロモーターを構成員とする支援プロ

グラムの開発グループを作り、食事・運動な

どの生活習慣と血糖値改善のコツについて学

ぶために下記を含むプログラムを作成した。 

・生活習慣が大きく影響する糖尿病や高血圧

などの発症・合併症の予防等について、実際

に PHR データを見ながら学ぶ。 

・行動変容によって、PHR の測定値変化を生

活習慣改善の動機づけとして活用する。具体

的には、持続血糖(isCGM：intermittently scanned 

continuous glucose monitoring)を用いることで、

普段は意識することはない食後血糖値の食事

や運動による変化や、一日の活動量、心拍数

などについて、ヘルスプロモーターとともに

振り返ることで、生活習慣改善の行動変容を

促す。 

◆先行研究の調査 

糖尿病患者における心血管イベントの発症予

防を目的に、血糖値および高血圧のコントロ

ールを厳格化する強化療法の効果に注目が集

まっているが、強化療法群でむしろ心血管イ

ベントが増加するなど、生活習慣病治療時の
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アドヒアランスを高めるための支援が求めら

れている。 

間歇スキャン式持続血糖測定器（isCGM）を

用いることで、1 型糖尿病に関しては低血糖

時間の減少することが報告されている。基礎・

追加インスリン療法をしている 2 型糖尿病の

前後比較試験で目標範囲内（70-180mg/dL）に

入る割合の増加が報告されているが、非イン

スリン療法中の 2 型糖尿病に対する有効性は

明らかではない。すでに、我々は国内の薬局

において糖尿病や高血圧の患者へ短時間であ

っても動機付けを行うことで、血糖値や血圧

の改善効果があることを報告している。また

海外では、介入手法は異なるものの、薬局で

生活習慣改善の支援を実施することにより患

者アウトカムが改善することは、糖尿病、高

血圧、喘息、冠動脈疾患リスクなどで報告さ

れている。 

◆地域でフィージビリティ試験 

健常者 10 名程度を対象にフィージビリティ

試験を実施し、教育プログラムの実装可能性

や問題点を検証した。以下の項目について研

究で実施する際の使用感と注意点について確

認し、課題を抽出した。 

１． スマホアプリのインストール 

以下のアプリのインストール時の問

題：健康日記、Dexcom G6、

Dexcom CLARITY、Mi Fitness/ 

Google Fit・Zepp Life 

２． デバイスの使用 

使用感、懸念点を収集 

Xiaomi Smart band、Dexcom G6 

３． 日記記録 

10 日間記録の実施可能性 

４． 結果レポートの共有 

複数のアプリをインストールする際の ID、パ

スワードの管理、Xiaomi のサインアップ（ア

カウント作成）や、Apple Watch と Xiaomi の

違いなど複数の問題点（複数アプリ連携手順

が複雑、スマホの機種によって、各アプリ間

の連携（同期）がスムーズにいかない等）が明

らかとなったことから、本研究の実施計画や

運用に反映させた。 

 

分担研究【3】糖尿病の発症および重症化予防

介入プログラムによる健康自己管理の改善効

果の検証 

【方法】 

対象地域の糖尿病に関する健康課題の解決に

向けて、「PHR を活用した糖尿病発症および

重症化予防介入プログラム」の有効性検証の

下記実施準備を行い、データ収集を開始し

た。 

■対象地域の選定（研究フィールド調整）お

よび研究計画の検討・策定 

開発された糖尿病予防介入プログラム（分担

研究②）の有効性検証のための都市部・農村

部の研究対象地域および協力施設の検討を行

った。また、フィージビリティ確認（分担研

究②）での問題点を踏まえて、本研究の研究

計画を策定した。（評価項目：生活習慣の変

容（歩数変化）、および持続血糖推移等）。 

■PHR を活用した介入アドバイスに必要な

資材の作成 

介入アドバイスに必要な資材およびデジタル

ダッシュボード（PHR データ[歩数、体重、

血圧、血糖、日記記録]の一括閲覧用）を分

担研究⑤と共同で検討・開発を行った。 

■参加者登録およびデータ収集の開始  

ウェブフォームを用いたリクルートを開始し

た。また、自治体担当者の協力のもと、地域
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の特定健診やイベントの場を活用した参加者

リクルートを行った。 

 

（倫理面への配慮） 

京都大学大学院医学研究科医の倫理審査委員

会の審査及び研究機関の長の許可の上で実施

した（受付番号 C1659）。 

【結果・考察】 

■実施地域の選定 

自治体および地域自治振興会等の関係者との

協議の上、公共施設、区役所（保健センタ

ー）、自治連合会館、医療機関等を研究実施

の場として選定した。 

 

■研究計画の策定 

計画した研究概要は下記の通りである。 

------------------------------------------------------------ 

〇目的： 

糖尿病の発症および重症化リスクの高い人に

対して、PHR を活用した支援を行うことに

よる「生活習慣改善」および「関連指標の変

化」の有効性を明らかにすること 

〇研究デザイン： 

ランダム化比較試験（2 群比較） 

〇対象： 

京都市に在住の 40 歳以上で糖尿病を発症す

るリスクが高い人 および 糖尿病治療中の人 

・ 選択基準：直近の検査（過去 1 年以内）

で HbA1c5.6 以上だった人 

・ 除外基準：精神疾患を有する患者、歩行

が難しい人、医師が不適切と判断した方

（重度の糖尿病合併症を有する方を含

む） 

〇サンプルサイズ： 

110 名（各群 55 名） 

〇介入期間： 

3 ヵ月 

〇介入内容： 

4 週間に 1 回（計 4 回）の PHR データ（歩

数、体重、血圧、血糖、日記記録等）に基づ

く生活習慣改善アドバイスの提供 

〇測定項目： 

・ 計測：BMI（身長、体重）、血圧 

・ 継続測定（開始時から 10～14 日間）：

持続血糖測定、日記記録、歩数 

・ アンケート：性別、年齢、既往歴、職

業、学歴、居住地域、職業、同居状

況、スマートフォン活用状況、食習

慣、運動習慣、生活習慣（喫煙、飲

酒）、睡眠、生活習慣病の有無、幸福

感、主観的健康観、自己効力感、心理

的不安感、ネットプロモータースコア

[終了時のみ]、システムユーザビリティ

スケール[終了時のみ] 

〇使用するスマートフォンアプリ・ウェアラ

ブルデバイス 

＜スマートフォンアプリ＞ 

・ 健康日記アプリ 

・ Mi Fitness アプリ（iOS） 

・ Google Fit アプリ, Zepp Life アプリ

（Android） 

・ DexcomG6 アプリ, Dexcom CLARITY

アプリ 

＜ウェアラブルデバイス＞ 

・ Xiaomi Smart Band 7 

・ Dexcom G6 CGM システム 

〇評価項目 

・ 活動量（歩数）の変化 

・ 血糖コントロール指標（Time in range）

の変化  

・ 血圧・体重の変化 

・ 自己効力感の変化 
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・ 生活習慣および食習慣の改善 

・ ネットプロモータースコア 

・ システムユーザビリティスケールスコ

ア 

------------------------------------------------------------ 

■PHR を活用した介入アドバイスに必要な

資材の作成 

介入アドバイスに必要な資材およびデジタル

ダッシュボード（PHR データ[歩数、体重、

血圧、血糖、日記記録]の一括閲覧用）を分

担研究⑤と共同で検討・開発を行った。ま

た、各地域（都市部・農村部）の生活習慣を

踏まえた介入アドバイスマニュアル（注意

点・ポイント）をまとめた。 

 

■参加者登録およびデータ収集の開始  

2024 年 3 月より参加者リクルートを開始

し、2024 年 3 月末日時点で、12 名のデータ

収集を開始した。また、データ収集時に明ら

かとなった PHR アプリ・ウェアラブルデバ

イスの使用（参加者のスマートフォンへのア

プリインストール・デバイス連携等）におけ

る課題・留意点について適宜取りまとめを進

めた。 

 

PHR データを活用した介入プログラムの参加

に対して参加者の前向きな姿勢を認めた。一

方、本研究は、比較的高齢な参加者を含むこ

とから、スマートフォンアプリやウェアラブ

ルデバイスを介した研究実施おける課題も見

えてきつつある。様々な課題にも配慮しなか

ら、令和 6 年度中の有効性検証の終了に向け

て、計画に沿って継続予定である。 

 

分担研究【4】生活習慣病の発症および重症化

予防介入としての PHR 活用にかかる課題の

検討 

【方法】 

PHR を活用した健康増進にはライフログデ

ータ、お薬手帳等のさまざまなデータを統合

して分析を行う必要がある。昨今、健康寿命

延伸のための日常の健康データの利活用の必

要性が高まっている。ウェアラブル技術の発

展により、睡眠・血圧・血糖・歩数その他の

日々の健康データをモバイルセンサー（ウェ

アラブルデバイス）で収集することが可能と

なっていることから、多様な健康データ（頻

回計測センサーデータを含む）を組み合わせ

て活用することが期待される。 

一般にセンサーから得られるデータ量は従

来の数千～数万倍とされており、そのような

複数ソースから得られる大量の多次元時系列

データを統合し活用するためには、「データの

標準化」「可視化・分析手法の確立」「同意取得

を含む社会的ルール作り」等の多くの課題が

ある。今後、デバイスの開発やデータ収集・解

析・介入を複数者（社）で分業する未来が想定

されることから、標準的なデータ交換規格に

よる「相互運用性の確立」と本人の意思でデ

ータを集約・活用できる「社会基盤の確立」が

喫緊の課題である。したがって、データ分析

と結果の個人へのフィードバックを前提とし

た PHR データ収集とデータベース化、および

データ流通における標準化について課題検討

を行うとともに、出版済み論文の検索、国内

外の関連学会やシンポジウム等での情報収集

を行い、本研究で使用するアプリケーション

への項目追加等の開発に向けたフィードバッ

クを行った。 

【結果・考察】 

PHR やウェアラブルデバイスによる頻回計測

センサーデータ他の健康関連データを用いた
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治療・健康増進に関する下記事例について情

報収集できた。 

①デジタルバイオマーカー：スマートフォン

やウェアラブル機器などから得られる心拍、

歩数、睡眠他の心理・行動データを用いて、病

気の有無や治療による変化を客観的に可視化

する指標である。医療 AI の進展もあり、世界

中の研究グループによる研究開発競争が行わ

れている。 

②マルチモーダル AI：数値/画像/テキスト/音

声など複数種類のデータ（モダリティ）を組

み合わせて処理できる単一の AI モデルであ

り、心拍・睡眠その他多数の身体データを計

測における今後の発展が見込まれる。 

③多次元時系列データの統合：医療・健康分

野において、ウェアラブルデバイスなどの複

数ソースから得られる大量の多次元時系列デ

ータを統合し活用することが期待されており、

Digital Medicine Society (デジタルメディスン

学会[米国])では、複数ソースから得られる健

康に関する頻回計測センサーデータを統合利

用するための Sensor Data Integration Project を

実施し、データ生産者、データ処理者、データ

利用者に対するユースケースとツールキット

の開発を行っている。 

④国内での PHR に関するガイドラインの整

備：一般社団法人 PHR 普及推進協議会におい

て「民間事業者の PHR サービスに関わるガイ

ドライン（第 2 版）」を発出し、医療機関-PHR

間、PHR サービス間等の「標準データ交換規

格（案）」を提示している。 

⑤ジオマーカーの評価：いままで利用が困難

であったジオマーカ（場所ベースの暴露）に

ついて、Decentralized Geomarker Assessment for 

Multi-Site Studies (DeGAUSS)と呼ばれる生活

環境に関する大規模時空間データベースを構

築し、日次大気汚染物質暴露を推定するジオ

マーカー評価を行った事例が公表されていた。 

⑥PHR データ標準規格：Open mHealth（アプ

リやデバイス間でデータを共有し、医療機関

等に提供する目的で開発されたデータ交換の

ためのデータ標準）が使用され始めている。

⑦合成患者データ：個人を特定できる情報は

含まずに、ヘルスケアデータから人工的に機

械学習を用いて作成されたデータの総称であ

り、元となった患者レベルの個票データは推

定できない。よってプライバシー保護の観点

で有用性が高い技術と考えられる。 

 

このように、医療・健康ビッグデータや AI 技

術の発展を背景に、多様なデータソースを組

み合わせたデータ活用と社会基盤整備が世界

中で進められていることがわかった。 

 

分担研究【5】生活習慣病の発症および重症化

予防介入での活用に向けた PHR アプリ・シス

テムの開発および改修 

【方法】 

PHR アプリケーション『健康日記』（ヘルス

テック研究所）の機能の一部を活用して当該

研究用に利用することとなった。本研究での

利用に向けて、予防介入プログラムの効果検

証での PHR アプリケーション利用において

「考慮すべき事項」や「短期間での効率的な

セットアップ方法」を検討した。また、被験者

が記録した PHR データを本人の同意のもと

で医療者を含む「健康づくりの支援者」およ

び「研究者」が閲覧できるようにする方法に

ついても検討し改修を行った。さらに、生活

習慣病に関するアンケート調査の過程で浮か

び上がった「スマートフォンの利用実態」や

「PHR（健康データの記録・閲覧）」に対する



10 

 

理解度を考慮して、PHR アプリケーション

（健康日記）のセットアップを実施した。 

【結果・考察】 

①データ収集項目の追加と研究者へのデータ

共有システム 

介入プログラムで必要な PHR データ項目を

被験者が「健康日記」に入力できるように設

定を行った。研究者にデータ共有するための

プロジェクトコードを発番し、被験者が研究

参加画面からコードを入力し研究参加できる

仕組みをセットアップした。 

②アプリ上での PHR データ収集設定 

被験者のアプリ上に QR コードとワンタイム

パスワードを表示し、研究者が PHR データを

収集できるようにした。 

③PHR データの閲覧設定 

収集した被験者の PHR データを管理用アプ

リケーション（ダッシュボードシステム「生

活習慣病ボード」）で閲覧できるようにした。

研究者が閲覧する管理用アプリケーションは

扱うデータ数や項目が多いためスマホではな

く画面が大きいタブレット端末でも閲覧でき

るようにした。 

④研究者向けアプリケーションシステムのセ

ットアップ 

研究データ解析のために、被験者全員の

PHR データの取得や、被験者が日々データ

を入力しているかどうかを確認するための研

究者向けシステム（リサーチマネジャー）を

本研究向けにセットアップした。また、被験

者に向けて健康日記アプリ上にメッセージ配

信できる仕組みを用意した。定期的な注意喚

起や、個別に督促する機能の追加の要望を受

け準備を開始した。 

⑤マニュアル、説明書等を作成 

被験者がスムーズに「健康日記」アプリを自

身のスマートフォンにダウンロードし、PHR

データを記録・閲覧できるようにマニュアル

を作成した。昨年作成したマニュアルをベー

スに本研究内容が確定したことを受けてより

具体的な記載をした。 

PHR アプリケーション「健康日記」を用いた

介入研究に向けての被験者向けシステムと、

研究者向けの各種アプリケーションとのデー

タ接続・閲覧の環境が整った。 

 

D．考察 

各分担研究により、次年度の予防介入プログ

ラムの実施に向けた準備を進めるとともに、

ソフト面・ハード面双方の課題を抽出するこ

とができた。 

① 各地域に特有の健康課題 

都市部・農村部における生活習慣病の行動・

社会経済要因に関する調査および健康医療介

護統合データベースを用いた分析により、糖

尿病に関連する様々な課題が明らかとなった。

都市部・農村部とも糖尿病患者において経済

的ゆとりや SNS使用がない人が比較的多いと

いった共通の課題に加え、都市部ではリスク

の高い食習慣、農村部では適切な受療（定期

的な検査実施、服薬）に課題があるなど、糖尿

病の発症や重症化予防に関連する経済状況・

生活習慣・医療機関アクセス等、疾患および

各地域の様々な課題が示唆された。都市部、

農村部という地域差だけでは、個別最適化し

た生活習慣改善、生活習慣病の予防・重症化

予防のためのアプローチとしては不十分であ

ると思われるが、本研究開発で計画している

医療機関をはじめとした地域のタッチポイン

トでの PHR を活用した健康支援時にフォー

カスすべき介入ポイントを整理し、今後の予
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防介入のための支援プログラムを開発すると

ともに、PHR を活用することで医療機関アク

セスの難しさ等を解決できるようなサービス

モデルを検討する必要があると考えられた。 

②予防介入プログラム開発における課題解決 

生活習慣病ハイリスク者（特に糖尿病）への

食習慣・生活習慣などの行動変容を促すため

の効果的な方法（動機付け、教育、PHR 測定）

および歩数・血圧・血糖値などの頻回継続デ

ータの測定や活用方法が懸念点であったが、

その方法についての海外での事例のレビュー

により解決に向けての示唆を得ることができ

た。データ収集のためのスマートフォンでの

アプリケーション使用やのユーザビリティの

課題についても、地域住民への調査よりスマ

ートフォンやSNS利用割合が比較的高いこと

が伺え、その結果をもとに、アプリケーショ

ン開発に向けた十分な検討および対応を行う

ことができた。 

③「PHR データを活用した糖尿病発症および

重症化予防介入プログラム」の有効性検証に

おける課題 

PHR データを活用した介入プログラムの参加

に対して参加者の前向きな姿勢を認めた。一

方、本研究は、比較的高齢な参加者を含むこ

とから、スマートフォンアプリやウェアラブ

ルデバイスを介した研究実施における課題も

見えてきつつある。様々な課題にも配慮しな

から、R6 年度にかけて本予防介入プログラム

の実施する予定である。 

 

E．結論 

今年度の各分担研究の結果より、さらなる糖

尿病に関連する社会経済背景、生活習慣、健

康状態、医療アクセス等の各地域に特有の課

題が明らかとなった。また、都市部・農村部の

健康課題に即した「PHR データを活用した糖

尿病発症および重症化予防介入プログラム」

の有効性検証において、PHR 活用における

様々な課題が見えつつも、参加に積極的な態

度も認められたことから、本予防介入プログ

ラムの実施可能性は高く、対象者のニーズに

も概ね即していることが伺えた。令和 6 年度

中の有効性検証の終了に向けて、計画に沿っ

て継続予定である。 
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